
既存建築物の用途変更の弾力化について

市街化調整区域における建築物の用途変更について、空家などの既存建築物を地域資源として、既存集落のコミュニティ維持や観光振
興等による地域再生に活用する場合に、許可の運用の弾力化を可能とする技術的助言を発出 （運用指針の改正：平成28年12月27日 ）

弾力化の対象とする用途類型

① 観光振興のために必要な宿泊、飲食等の提供の用に
供する施設

現存する古民家等の建築物やその周辺の自然環境・農
林漁業の営みを、地域資源として観光振興に活用するた
め、宿泊施設や飲食店等に用途変更する場合

② 既存集落の維持のために必要な賃貸住宅等
既存集落においてコミュニティや住民の生活水準の維持を
図るため、当該集落に存する既存建築物を、移住・定住
促進を図るための賃貸住宅、高齢者等の福祉増進を図る
ためのグループホーム等に用途変更する場合

※許可に当たり考慮すべき事項
・都市計画区域マスタープランや市町村マスタープラン、

地域振興・観光振興等に関する方針や計画等と整合していること

※既存建築物の要件
・転用目的の開発を防止するため、用途変更の対象となる既存建物
について、相当期間適正に利用されたこと（10年程度を目安）など
を総合的に判断すること
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既存建築物の用途変更の弾力化について

②既存集落の維持のために必要な事務所を対象としている事例（熊本県開発審査会附議事項取扱方針第37号 地方創生に資する
既存建築物（空き家）の用途変更）
申請が次のすべての要件を満たす場合とする。

１ 対象となる空き家（長期に使用されていない住宅以外の建築物を含む。）は、次のいずれにも該当するものであること。
（１）１年以上継続的に使用されておらず空き家状態となっているものであること。ただし、公益目的で市町村や自治会等が使用する場合又は

空き家となったことにやむを得ない事情が認められ、事情が発生した時点から起算して１年以上継続的に使用されないことが確実であると認められる
場合は、この限りでない。

（２）違法建築物ではなく、適法に建設された建築物を、相当期間にわたり建築を行った本人（承継人を含む。）が適法に使用していたこと
２ 用途変更は、次のすべてに該当するものであること。
（１）地方創生に資するもので、既存集落の維持のために必要な次の用途のいずれかに該当すること。 ①住宅 ②事務所※ ③事務所併用住宅
（２）都市計画区域マスタープラン、市町村が定めるマスタープランや地域振興、観光振興、空家活用等の方針・計画等と整合していること
（３）敷地のすべてを用途変更するものであること。
（４）敷地の拡大、増築・改築・建替は行わず、改修・模様替えは最小限の範囲とする。（以下略）
※事務所はサテライトオフィス、シェアオフィス、コワーキングスペース、個人事業主の事務所、中小企業の事務所とする。

③既存集落維持のために定住者の住宅を対象としている事例（松江市開発審査会運用基準(16) 特にやむを得ない事情又は既存集落
維持のための用途変更）
適法に建築された建築物であって、特にやむを得ない事情がある場合又は既存集落維持のため用途を変更する場合で、次の要件のいずれにも該当する
ものであること。ただし、次のような属人性のある建築物（※）については、用途変更後の用途が自己の居住の用に供されるものに限る。

（※）農家住宅、分家住宅、併用住宅、既存権利に係る住宅、大規模既存集落内住宅、収用移転住宅
① 原則として10 年以上同じ用途で適法に使用されたもの。ただし、死亡、転勤、倒産等のように、自己の意思に基づかないで用途変更せざるを

得なくなったと認められる場合にはこの限りではない。
② 新たな用途の建築物とすることについて、周辺の環境上支障がないと認められること。
③ 用途変更後の建築物の規模が従前のそれと同程度であり、新たに周辺の市街化を促進するおそれがないと認められるもの。
④ 新たな用途の建築物とすることについて、当該地で行うことを必要とする理由があること。ただし、定住目的の場合については、特段の理由は問わない。

①観光振興のために必要な宿泊、飲食等の提供の用に供する施設を対象としている事例（亀岡市京都府開発審査会への付議基準15
古民家を活用した観光復興のために必要な宿泊・飲食等の提供の用に供する施設への用途変更）
古民家を活用した観光復興のために必要な宿泊・飲食等の提供の用に供する施設に用途変更を行うもので、次の全てに該当するもの

（１）現に存する古民家の全部を住宅以外の用途に利用するものであって、変更後の用途が、当該古民家及びその周辺の地域資源を活かした観光復興の
ために必要な宿泊、飲食等を提供する施設であること。

（２）既存建築物は、許可申請時点において、継続して１年以上居住されていないこと。（以下略）

活用事例


